
 

 

 

物  質  名 o-フェニレンジアミン ＤＢ－40 

別  名 
1,2-ジアミノベンゼン 
1,2-ベンゼンジアミン 
o-アミノアニリン 

CAS 番号 95-54-5 
PRTR 番号 第 1 種 262 
化審法番号 3-185 

構 造 式 

 

分子式 C6H8N2 分子量 108.14 
沸点 256～258℃ 1) 融点 103～104℃ 1) 
蒸気圧 2.1×10-3 mmHg（25℃）2) 換算係数 1 ppm = 4.42 mg/m3（25℃） 
分 配 係 数（log Pow） 0.15 3) 水溶性 40.7 g/L（35℃）2) 

急急急    性性性    毒毒毒    性性性    
 
 動物種 経路 致死量、中毒量等  
 マウス 経口 LD50 366 mg/kg 4)  
 マウス 吸入 LC50 >91 mg/m3（4h）4)  
 ラット 経口 LD50 510 mg/kg  4)  
 ラット 吸入 LC50 1,873 mg/m3  4)  

 

中中中    ・・・    長長長    期期期    毒毒毒    性性性    

・ラットに 0.8 mg/kg/day を 8 週間投与した結果、赤血球数の減少、ALP、アルドラーゼ、GOT
及び GPT 活性の上昇を認めたという報告 5)  があるが、投与経路など詳細は不明である。 

・ラットに 160 mg/kg/day を 30 日間経口投与した結果、体重増加の抑制、肝臓及び腎臓の相対

重量の増加、タンパク質、窒素及び塩類代謝の阻害を認めた 6) 。 
・ラットに 0、20、40、80 mg/kg/day を 90 日間強制経口投与した結果、80 mg/kg/day 群で体重

増加の抑制、軽度の眼瞼閉鎖、尾をつかんだ際の反応の亢進、被毛の汚れ、黄色く着色した

会陰部、鼠径、腹部及び下部などの変化を認めた 7) 。この結果から、NOEL は 40 mg/kg/day
であった。 

・ラットに 83 mg/m3 を 10 日間（4 時間/日）吸入させた結果、不規則呼吸、音に対する反応性

の低下、顔の毛繕い、接触に対する過剰反応、軽度の顔面脱毛がみられたが、主要臓器の外

観や組織に影響はなかった。なお、1 匹で約 14％の体重減少があった 8) 。 

生生生    殖殖殖・・・発発発    生生生    毒毒毒    性性性    

・雌ラットに 0、0.5、1.5 mg/kg/day を妊娠 6 日目から 15 日目まで経口投与した結果、母ラット

及び胎仔で影響を認めなかった 9) 。 
・ラットに 0.8 mg/kg/day を経口投与した結果、胎仔への影響を認めたという報告 5) があるが、

詳細は不明である。 
・本物質を 1、2、3、4％含む毛染剤を使用前に過酸化水素で調整し、およそ 0、20、40、60、

80 mg/kg の用量で妊娠 1、4、7、10、13、16、19 日目の雌ラットに塗布した結果、黄体数、

着床数、生存胎仔数、吸収胚数に有意な影響はなく、奇形の発生もなかった 10) 。 

ヒヒヒ    トトト    へへへ    ののの    影影影    響響響    

・本物質は眼を刺激し、皮膚、気道も軽く刺激する。血液に影響を与え、メトヘモグロビンを
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生成することがある。また、反復または長期の接触により、皮膚が感作されることがある 11)。

発発発    ががが    んんん    性性性    

IARC の発がん性評価：評価されていない。 

許許許    容容容    濃濃濃    度度度    
 
 ACGIH 12) TLV-TWA 0.1 mg/m3  
 日本産業衛生学会 13) 0.1 mg/m3  
 

暫暫暫    定定定    無無無    毒毒毒    性性性    量量量    等等等    ののの    設設設    定定定    

 経口暴露については、ラットの中・長期毒性試験から得られた NOEL 40 mg/kg/day（体重増

加の抑制など）を採用し、試験期間が短いことから 10 で除した 4 mg/kg/day を暫定無毒性量等

に設定する。 
 吸入暴露については、暫定無毒性量等の設定ができなかった。 
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